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(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前第２四半期連結会計期間(自 平成20年７月１日 至 平成20年９月30日) 

  

 
注 １ 事業区分の方法 

当社および連結子会社は、国内および海外において各種機械・装置に関連する事業を行っております。事業区

分の方法は、商品の種類によって機械関係事業とこれに附帯する材料関係事業およびその他の事業とにセグメ

ンテーションしております。 

２ 事業区分の主要商品 

(1) 機械関係事業   各種機械・器具・部品およびこれらの修理・保守・点検 

(2) 材料関係事業   各種管材・管機材・金属材料・プラスチック原料、化学品 

(3) その他の事業   各種機器・不動産の賃貸、不動産の仲介、保険代理業、その他 

  

当第２四半期連結会計期間(自 平成21年７月１日 至 平成21年９月30日) 

  

 
注 １ 事業区分の方法 

当社および連結子会社は、国内および海外において各種機械・装置に関連する事業を行っております。事業区

分の方法は、商品の種類によって機械関係事業とこれに附帯する材料関係事業およびその他の事業とにセグメ

ンテーションしております。 

２ 事業区分の主要商品 

(1) 機械関係事業   各種機械・器具・部品およびこれらの修理・保守・点検 

(2) 材料関係事業   各種管材・管機材・金属材料・プラスチック原料、化学品 

(3) その他の事業   各種機器・不動産の賃貸、不動産の仲介、保険代理業、その他 

  

 
機械関係事業 
(百万円)

材料関係事業
(百万円)

その他の事業
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社 
(百万円)

連結
(百万円)

売上高    

(1) 外部顧客に対する 
37,129 1,232 602 38,964 ― 38,964

売上高 
(2) セグメント間の 

― ― ― ― ― ―
内部売上高又は振替高

計 37,129 1,232 602 38,964 ― 38,964

営業利益又は営業損失(△) 1,459 △5 17 1,471 ― 1,471

 
機械関係事業 
(百万円)

材料関係事業
(百万円)

その他の事業
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社 
(百万円)

連結
(百万円)

売上高    

(1) 外部顧客に対する 
18,064 921 89 19,074 ― 19,074

売上高 
(2) セグメント間の 

― ― ― ― ― ―
内部売上高又は振替高

計 18,064 921 89 19,074 ― 19,074

営業利益 322 21 21 365 ― 365
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前第２四半期連結累計期間(自 平成20年４月１日 至 平成20年９月30日) 

  

 
注 １ 事業区分の方法 

当社および連結子会社は、国内および海外において各種機械・装置に関連する事業を行っております。事業区

分の方法は、商品の種類によって機械関係事業とこれに附帯する材料関係事業およびその他の事業とにセグメ

ンテーションしております。 

２ 事業区分の主要商品 

(1) 機械関係事業   各種機械・器具・部品およびこれらの修理・保守・点検 

(2) 材料関係事業   各種管材・管機材・金属材料・プラスチック原料、化学品 

(3) その他の事業   各種機器・不動産の賃貸、不動産の仲介、保険代理業、その他 

  

当第２四半期連結累計期間(自 平成21年４月１日 至 平成21年９月30日) 

  

 
注 １ 事業区分の方法 

当社および連結子会社は、国内および海外において各種機械・装置に関連する事業を行っております。事業区

分の方法は、商品の種類によって機械関係事業とこれに附帯する材料関係事業およびその他の事業とにセグメ

ンテーションしております。 

２ 事業区分の主要商品 

(1) 機械関係事業   各種機械・器具・部品およびこれらの修理・保守・点検 

(2) 材料関係事業   各種管材・管機材・金属材料・プラスチック原料、化学品 

(3) その他の事業   各種機器・不動産の賃貸、不動産の仲介、保険代理業、その他 

  

 
機械関係事業 
(百万円)

材料関係事業
(百万円)

その他の事業
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社 
(百万円)

連結
(百万円)

売上高    

(1) 外部顧客に対する 
73,680 2,385 734 76,801 ― 76,801

売上高 
(2) セグメント間の 

― ― ― ― ― ―
内部売上高又は振替高

計 73,680 2,385 734 76,801 ― 76,801

営業利益 2,358 4 66 2,430 ― 2,430

 
機械関係事業 
(百万円)

材料関係事業
(百万円)

その他の事業
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社 
(百万円)

連結
(百万円)

売上高    

(1) 外部顧客に対する 
33,329 1,692 160 35,182 ― 35,182

売上高 
(2) セグメント間の 

― ― ― ― ― ―
内部売上高又は振替高

計 33,329 1,692 160 35,182 ― 35,182

営業利益又は営業損失(△) △277 23 23 △230 ― △230
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【所在地別セグメント情報】 

前第２四半期連結会計期間(自 平成20年７月１日 至 平成20年９月30日) 

  

 
注 １ 国または地域の区分は、地理的近接度によっております。 

    ２ 本邦以外の区分に属する主な国または地域 

      (1) アジア     シンガポール、タイ、マレーシア、フィリピン、中国 

      (2) その他の地域  アメリカ合衆国、ヨーロッパ 

  

当第２四半期連結会計期間(自 平成21年７月１日 至 平成21年９月30日) 

  

 
注 １ 国または地域の区分は、地理的近接度によっております。 

    ２ 本邦以外の区分に属する主な国または地域 

      (1) アジア     シンガポール、タイ、マレーシア、フィリピン、インドネシア、中国、韓国 

      (2) その他の地域  アメリカ合衆国、ヨーロッパ 

  

 
日本 

(百万円)
アジア
(百万円)

その他の地域
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社 
(百万円)

連結
(百万円)

売上高    

 (1) 外部顧客に対する 
   売上高 

34,492 2,850 1,621 38,964 ― 38,964

 (2) セグメント間の 
   内部売上高又は振替高 

1,383 836 383 2,602 (2,602) ―

計 35,876 3,686 2,004 41,567 (2,602) 38,964

営業利益 1,143 285 69 1,498 (26) 1,471

 
日本 

(百万円)
アジア
(百万円)

その他の地域
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社 
(百万円)

連結
(百万円)

売上高    

 (1) 外部顧客に対する 
   売上高 

16,979 1,257 837 19,074 ― 19,074

 (2) セグメント間の 
   内部売上高又は振替高 

760 425 541 1,727 (1,727) ―

計 17,739 1,683 1,378 20,801 (1,727) 19,074

営業利益又は営業損失(△) 406 △39 14 382 (16) 365
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前第２四半期連結累計期間(自 平成20年４月１日 至 平成20年９月30日) 

  

 
注 １ 国または地域の区分は、地理的近接度によっております。 

    ２ 本邦以外の区分に属する主な国または地域 

      (1) アジア     シンガポール、タイ、マレーシア、フィリピン、中国 

      (2) その他の地域  アメリカ合衆国、ヨーロッパ 

  

当第２四半期連結累計期間(自 平成21年４月１日 至 平成21年９月30日) 

  

 
注 １ 国または地域の区分は、地理的近接度によっております。 

    ２ 本邦以外の区分に属する主な国または地域 

      (1) アジア     シンガポール、タイ、マレーシア、フィリピン、インドネシア、中国、韓国 

      (2) その他の地域  アメリカ合衆国、ヨーロッパ 

  

 
日本 

(百万円)
アジア
(百万円)

その他の地域
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社 
(百万円)

連結
(百万円)

売上高    

 (1) 外部顧客に対する 
   売上高 

68,814 4,697 3,289 76,801 ― 76,801

 (2) セグメント間の 
   内部売上高又は振替高 

2,935 1,350 565 4,852 (4,852) ―

計 71,749 6,048 3,855 81,653 (4,852) 76,801

営業利益 1,942 386 94 2,423 7 2,430

 
日本 

(百万円)
アジア
(百万円)

その他の地域
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社 
(百万円)

連結
(百万円)

売上高    

 (1) 外部顧客に対する 
   売上高 

31,220 2,736 1,225 35,182 ― 35,182

 (2) セグメント間の 
   内部売上高又は振替高 

1,361 612 807 2,781 (2,781) ―

計 32,581 3,349 2,033 37,964 (2,781) 35,182

営業損失(△) △11 △97 △92 △201 (28) △230
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【海外売上高】 

前第２四半期連結会計期間(自 平成20年７月１日 至 平成20年９月30日) 

  

 
注 １ 海外売上高は、当社および連結子会社の日本以外の国または地域における売上高であります。  

    ２ 国または地域の区分は、地理的近接度によっております。 

    ３ 各区分に属する主な国または地域 

      (1) アジア     中国、タイ、カタール、韓国、ベトナム、台湾 

      (2) ヨーロッパ   ハンガリー、チェコ、ポーランド、スロバキア、ベルギー 

      (3) アメリカ    アメリカ合衆国、カナダ、メキシコ 

      (4) その他の地域  ブラジル、オーストラリア、チリ 

  

当第２四半期連結会計期間(自 平成21年７月１日 至 平成21年９月30日) 

  

 
注 １ 海外売上高は、当社および連結子会社の日本以外の国または地域における売上高であります。  

    ２ 国または地域の区分は、地理的近接度によっております。 

    ３ 各区分に属する主な国または地域 

      (1) アジア     中国、タイ、韓国、インド、フィリピン、ベトナム 

      (2) ヨーロッパ   オランダ、スロバキア、チェコ、ベルギー、ポーランド 

      (3) アメリカ    アメリカ合衆国、メキシコ 

      (4) その他の地域  ブラジル 

  

 アジア ヨーロッパ アメリカ その他の地域 計

Ⅰ 海外売上高(百万円) 12,283 664 1,097 692 14,738

Ⅱ 連結売上高(百万円) ― ― ― ― 38,964

Ⅲ 連結売上高に占める 
  海外売上高の割合(％) 

31.5 1.7 2.8 1.8 37.8

 アジア ヨーロッパ アメリカ その他の地域 計

Ⅰ 海外売上高(百万円) 3,797 274 593 339 5,005

Ⅱ 連結売上高(百万円) ― ― ― ― 19,074

Ⅲ 連結売上高に占める 
  海外売上高の割合(％) 

19.9 1.4 3.1 1.8 26.2
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前第２四半期連結累計期間(自 平成20年４月１日 至 平成20年９月30日) 

  

 
注 １ 海外売上高は、当社および連結子会社の日本以外の国または地域における売上高であります。  

    ２ 国または地域の区分は、地理的近接度によっております。 

    ３ 各区分に属する主な国または地域 

      (1) アジア     中国、シンガポール、タイ、韓国、ベトナム、カタール 

      (2) ヨーロッパ   スロバキア、ハンガリー、チェコ、ポーランド、イギリス 

      (3) アメリカ    アメリカ合衆国、メキシコ、カナダ 

      (4) その他の地域  ブラジル、アルジェリア、オーストラリア 

  

当第２四半期連結累計期間(自 平成21年４月１日 至 平成21年９月30日) 

  

 
注 １ 海外売上高は、当社および連結子会社の日本以外の国または地域における売上高であります。  

    ２ 国または地域の区分は、地理的近接度によっております。 

    ３ 各区分に属する主な国または地域 

      (1) アジア     中国、タイ、韓国、インドネシア、フィリピン、シンガポール 

      (2) ヨーロッパ   スロバキア、オランダ、ベルギー、ポーランド、イギリス 

      (3) アメリカ    アメリカ合衆国、メキシコ 

      (4) その他の地域  ブラジル 

  

 アジア ヨーロッパ アメリカ その他の地域 計

Ⅰ 海外売上高(百万円) 27,337 1,407 2,363 1,160 32,269

Ⅱ 連結売上高(百万円) ― ― ― ― 76,801

Ⅲ 連結売上高に占める 
  海外売上高の割合(％) 

35.6 1.8 3.1 1.5 42.0

 アジア ヨーロッパ アメリカ その他の地域 計

Ⅰ 海外売上高(百万円) 7,339 1,182 792 398 9,713

Ⅱ 連結売上高(百万円) ― ― ― ― 35,182

Ⅲ 連結売上高に占める 
  海外売上高の割合(％) 

20.9 3.4 2.2 1.1 27.6
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(リース取引関係) 

リース取引については、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動はありません。 

  

  

(有価証券関係) 

有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変
動はありません。 

  

  

(デリバティブ取引関係) 

該当事項はありません。 

  

  

(ストック・オプション等関係) 

当第２四半期連結会計期間(自 平成21年７月１日 至 平成21年９月30日) 

当第２四半期連結会計期間に付与したストック・オプションの内容 

 
注 付与数は、株式数に換算して記載しております。 

  

  

(企業結合等関係) 

該当事項はありません。 

  

  

  

会社名 提出会社

決議年月日 平成21年７月30日

付与対象者の区分及び人数 当社取締役 14名、当社従業員 306名 

株式の種類別ストック・オプションの付与数（注） 普通株式 1,819,000株

付与日 平成21年９月１日

権利確定条件 付与日において当社の取締役または従業員であること。

対象勤務期間 平成21年９月１日～平成23年７月31日 

権利行使期間 平成23年８月１日～平成28年７月31日 

権利行使価格 313円

付与日における公正な評価単価 64円
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(１株当たり情報) 

１  １株当たり純資産額 
  

 
  

注  １株当たり純資産額の算定上の基礎 

 
  

２  １株当たり四半期純利益金額又は四半期純損失金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 

第２四半期連結累計期間 

 
  

注  １株当たり四半期純利益金額又は四半期純損失金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定上の

基礎 

 
  

当第２四半期連結会計期間末 
(平成21年９月30日)

前連結会計年度末 
(平成21年３月31日)

403円58銭 410円63銭

項目
当第２四半期
連結会計期間末 

(平成21年９月30日)

前連結会計年度末
(平成21年３月31日)

純資産の部の合計額(百万円) 21,329 21,694

普通株式に係る純資産額(百万円) 21,024 21,393

差額の主な内訳(百万円) 

  新株予約権 5 ―

  少数株主持分 299 300

普通株式の発行済株式数(株) 57,432,000 57,432,000

普通株式の自己株式数(株) 5,335,527 5,332,855

１株当たり純資産額の算定に用いられた
普通株式の数(株) 

52,096,473 52,099,145

(自  平成20年４月１日 
至  平成20年９月30日) 

前第２四半期連結累計期間
(自  平成21年４月１日 
至  平成21年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間

 

１株当たり四半期純利益金額 24円11銭

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 24円05銭
 

１株当たり四半期純損失金額 ８円33銭

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額に
ついては、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期
純損失であるため、記載しておりません。 

項目 (自  平成20年４月１日 
至  平成20年９月30日) 

前第２四半期連結累計期間
(自  平成21年４月１日 
至  平成21年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間

(1)１株当たり四半期純利益金額又は四半期純損
失金額(△) 

四半期連結損益計算書上の四半期純利益又
は四半期純損失(△)(百万円) 

1,330 △434

普通株式に係る四半期純利益又は四半期純
損失(△)(百万円) 

1,330 △434

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

普通株式の期中平均株式数(株) 55,158,573 52,098,385

(2)潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額

四半期純利益調整額(百万円) ― ―

普通株式増加数(株) 150,060 ―

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整
後１株当たり四半期純利益金額の算定に含
まれなかった潜在株式について前連結会計
年度末から重要な変動がある場合の概要 

―――― ――――
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第２四半期連結会計期間 

 
  

注  １株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎 

 
  

  

(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

  

  

平成21年10月30日開催の当社取締役会において、平成21年９月30日の 終の株主名簿に記載または

記録された株主に対し、次のとおり第87期(平成21年４月１日から平成22年３月31日まで)の中間配当

を行うことを決議いたしました。 

 
  

(自  平成20年７月１日 
至  平成20年９月30日) 

前第２四半期連結会計期間
(自  平成21年７月１日 
至  平成21年９月30日) 

当第２四半期連結会計期間

１株当たり四半期純利益金額 13円42銭

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 13円39銭
 

１株当たり四半期純利益金額 44銭

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 44銭

項目 (自  平成20年７月１日 
至  平成20年９月30日) 

前第２四半期連結会計期間
(自  平成21年７月１日 
至  平成21年９月30日) 

当第２四半期連結会計期間

(1)１株当たり四半期純利益金額 

四半期連結損益計算書上の四半期純利益(百
万円) 

730 23

普通株式に係る四半期純利益(百万円) 730 23

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

普通株式の期中平均株式数(株) 54,442,039 52,097,805

(2)潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額

四半期純利益調整額(百万円) ― ―

普通株式増加数(株) 153,970 97,262

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整
後１株当たり四半期純利益金額の算定に含
まれなかった潜在株式について前連結会計
年度末から重要な変動がある場合の概要 

―――― ――――

２ 【その他】

 ① 中間配当金の総額 104百万円

 ② １株当たりの中間配当金 ２円00銭

 ③ 支払請求権の効力発生日および支払開始日 平成21年11月27日
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平成20年11月10日

第一実業株式会社 

取締役会 御中 

  
 

  
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている第

一実業株式会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間

(平成20年７月１日から平成20年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成20年４月１日から平成20

年９月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及

び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成

責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明すること

にある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビ

ューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公

正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行

われた。 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公

正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、第一実業株式会社及び連結子会社の平成20

年９月30日現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の

経営成績並びに第２四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる

事項がすべての重要な点において認められなかった。 
  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 

  

独立監査人の四半期レビュー報告書

監査法人トーマツ

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  久  世  浩  一  印 

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  中  島  達  弥  印 

  

注 １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期

報告書提出会社)が別途保管しております。 

２  四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。 



  

平成21年11月９日

第一実業株式会社 

取締役会 御中 

  
 

  
 

  
 

  

  

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている第

一実業株式会社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間

(平成21年７月１日から平成21年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成21年４月１日から平成21

年９月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及

び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成

責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明すること

にある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビ

ューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公

正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行

われた。 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公

正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、第一実業株式会社及び連結子会社の平成21

年９月30日現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の

経営成績並びに第２四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる

事項がすべての重要な点において認められなかった。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 

  

独立監査人の四半期レビュー報告書

有限責任監査法人トーマツ

指定有限責任社員 
業務執行社員 

公認会計士  久  世  浩  一   印

指定有限責任社員 
業務執行社員 

公認会計士  中  島  達  弥   印

 注 １ 上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期

報告書提出会社)が別途保管しております。 

２ 四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。 



 
  

【表紙】  

【提出書類】 確認書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成21年11月13日 

【会社名】 第一実業株式会社 

【英訳名】 DAIICHI JITSUGYO CO., LTD. 

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長    矢 野 邦 宏 

【最高財務責任者の役職氏名】 代表取締役専務取締役 下 田 正 伸 

【本店の所在の場所】 東京都千代田区二番町11番19号(興和二番町ビル) 

【縦覧に供する場所】 第一実業株式会社 大阪支店 

  (大阪市北区西天満５丁目14番10号 梅田UNビル) 

 第一実業株式会社 名古屋支店 

  (名古屋市中区錦２丁目３番４号 名古屋錦フロントタワー) 

 株式会社東京証券取引所 

  (東京都中央区日本橋兜町２番１号) 



当社代表取締役社長矢野邦宏及び当社最高財務責任者下田正伸は、当社の第87期第２四半期(自 平成

21年７月１日 至 平成21年９月30日)の四半期報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記

載されていることを確認いたしました。 

  

確認に当たり、特記すべき事項はありません。 

  

１ 【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

２ 【特記事項】
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